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  本論文の構成は以下のとおりである。 
 序 章 問題意識と本論文の構成 
  １．問題意識 
  ２．本論文の構成 
 第１章 文献サーベイと研究視点の設定 
  １．はじめに 
  ２．国際人的資源管理の定義と特徴 
  ３．国際人的資源管理の枠組み 
  ４．本国からの影響と国際人的資源管理 
  ５．日本の HRM システム移転に関する研究の類型化 
  ６．国際人的資源管理の実証研究 
  ７．内部労働市場研究の展開 
  ８．本論文の研究視点 
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 第２章 多国籍内部労働市場の実証分析 
  １．はじめに 
  ２． 分析対象企業の特徴 
  ３．海外における日系企業の経営諸課題と日本人派遣者 
  ４．日本人派遣者比率の決定要因 
  ５．本社統制と現地人材の蓄積が利益率に及ぼす影響 
 第３章 ヨーロッパ系多国籍企業のアジアにおける人的資源管理 
  １．研究の視点と研究方法 
  ２．Unilever (Malaysia)  
  ３．Siemens (Malaysia)  
  ４．Siemens（Singapore） 
  ５．Nestle (Thailand)  
  ６．ABB (Thailand)  
  ７．ヨーロッパ系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」 
 第４章 アメリカ系多国籍企業のアジアにおける人的資源管理 
  １．本章の課題 
  ２．Campbell Soup (Malaysia)  
  ３．Hewlett-Packard (Singapore)  
  ４．IBM (Singapore)  
  ５．P&G (Thailand)  
  ６．Bestfoods Asia（香港） 
  ７．アメリカ系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」 
  ８．ヨーロッパ系・アメリカ系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」の比較検討      
 第５章 日系多国籍企業の ASEAN における人的資源管理 
  １．本章の課題 
  ２．自動車メーカーＡ社グループ 
  ３．家電メーカーＢ社グループ 
  ４．食品メーカーＣ社グループ 
  ５．マレーシアにおける日系メーカー２社：Ｄ社およびＥ社 
  ６．日系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」 
 終 章 結論と今後の課題 
  １．「多国籍内部労働市場」の概念整理 
  ２．発見されたこととその意味 



























組みとして、Evans and Lorange の市場ロジックと社会・文化ロジック(構造的理解）、
Schuler et al.、Taylor et al.の戦略的国際人的資源管理(因果関係的理解）、





























































































 対象企業は、マレーシアでは、①Unilever、②Campbell Soup、③Siemens の３社、
シンガポールでは、④Siemens、⑤Hewlett-Packard、⑥IBM の３社、タイでは、⑦Nestle、

























































































































































 そこでは、Doeringer & Piore の 1971 年の著書（Internal Labor Markets and 
Manpower Analysis）および 1985 年の著書（Internal Labor Markets and Manpower 









 1)「戦後台湾における労働市場の一分析」『アジア経済』（1980 年 4 月号、pp.41-58）。 
 2)「日本企業の国際化と現地人材戦略：東南アジアを中心に」『社会政策学会年報
第 34 集』（1990 年、pp.65-82）。 
 3)“Why Can’t Japanese Multinationals Utilize Both International and Local 
Human Resources in ASEAN? A Comparative Analysis”, Journal of Enterprising 
Culture, Vol.10, No.1, March，2002, pp.23-37. 
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 4)「グローバル・リテーラーの国際展開とＨＲＭ：カルフールを事例として」『国
際ビジネス研究学会年報 2005 年』（2005 年、pp.1-11）。 
 1)と 2)を基礎にしてそれまでの研究をまとめ、1995 年に出版された『日本企業の
国際人的資源管理』（日本労働研究機構）は、社会政策学会奨励賞を受賞している。
同書は、インドネシアでの調査を中心にまとめたものであるが、学位申請論文は、同
書における一国内での多国籍企業の人的資源管理の分析を世界にその対象範囲を広
げ、さらに発展させた研究であるといえる。 
 以上のように、修正要望事項に対しては、口頭試問での的確な応答とともに充分な
対応がなされたと判断される。また、個別の修正要望事項にも丹念な説明がなされ、
この点からも適切な修正が行われていると認められる。 
 もちろん、修正すべきいくつかの派生的問題点は残っているが、それらは本論文の
価値を本質的に損なうものではなく、本論文が国際人的資源管理の研究において果た
す学術的貢献はきわめて大きいものがあると思われる。とくに、「多国籍内部労働市
場」という独自の概念を用いることにより、日系多国籍企業の特徴を明らかにした点
は高く評価できる。この「多国籍内部労働市場」という概念が本論文において初めて
導入されたこともあり、学術用語としてはまだ定着していないが、本論文が契機にな
り、これが学術用語として普及することによって今後多国籍企業の国際人的資源管理
の研究がさらに発展していくものと考えられる。そして、「多国籍内部労働市場」と
いう新しい概念を用いることにより、日系企業のみならず欧米系企業を含めた多国籍
企業の国際人的資源管理の特徴とそれを規定する諸要因がさらに明らかにされるこ
とが期待される。その意味でも本論文の学術的貢献はきわめて高いといえる。 
 
Ⅳ 結論 
 本論文には若干の問題点はあるが、それにもまして多国籍企業の国際人的資源管理
の研究における学術的貢献がきわめて高いことから、本論文が博士学位論文として充
分に値するものであると判断する。  
 
（以 上） 
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